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資料１ 

令和４年度第２４回庁議提案 審議・報告・その他   

                提 出 日：令和５年３月２２日 

                担当部・課：復興企画部ＳＤＧｓ移住定住推進課〔内線４２２７〕 

① 件  名 

「がんばる石巻応援寄附」における現地決済型ふるさと納税の導入等について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

ふるさと納税制度における寄附金の募集に当たっては、窓口や郵送のほか、民間のポータルサイト等

へ掲載して寄附を募っている状況である。 

先進自治体において、寄附方法の多様化が進んでおり、旅行先などで思い立った時にその場で寄附を

行うことができる現地決済型のふるさと納税が導入されるなど、インターネット等を介さずにふるさと

納税を行うことができる新しい取組が広がりを見せている。 

【目的】 

本市を訪れ、買い物した商品を返礼品として寄附をしていただく新しい寄附方法に対応するため、現

地決済型ふるさと納税を導入し、もって寄附方法の多様化への対応及び寄附金額の増加を図るもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 石巻市寄附採納事務取扱規程（平成１７年訓令第４６号） 

 がんばる石巻応援寄附要綱（平成２０年告示第２５３号） 

がんばる石巻応援寄附に係る寄附採納事務の特例を定める規程（平成２２年訓令第２７号） 

 石巻市会計規則（平成１７年規則第５０号） 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 

第２編 総合計画基本計画 

 第６章 市民の声が共鳴し市民と行政が共に創るまち 

  第２節 持続可能な行財政運営の推進 

   ４ 自主財源の安定的確保を図る 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

平成２０年１０月 がんばる石巻応援寄附要綱施行、寄附受付開始 

令和 ３年 ９月 第２次総合計画基本計画の策定 

１０月 がんばる石巻応援寄附要綱の一部改正（使途の変更） 

⑤ 主な内容 

○現地決済型ふるさと納税（ぺいふる）の導入 
（寄附の流れ） 

①商品の選択 ……………… 特産品を選ぶ。 
②市外居住の確認 ………… 決済端末で市外居住者かどうかを確認する。 
③寄附額の確認 …………… 寄附額（商品代金から自動計算）について寄附者から同意を得る。 
④電話番号の登録 ………… 寄附者から携帯電話番号を確認し決済端末に登録する。 
⑤クレジット決済の実行    
⑥商品の受取 ……………… そのまま持ち帰る。 
⑦情報登録 ………………… 決済完了後に届くＳＭＳから本人情報を登録する。 
⑧受領証明書等の郵送 

・当初の導入場所としては「いしのまき元気いちば」を予定。地場産品基準を満たす特産品を集めた
コーナーを設置し、特産品を選定しやすい環境を整備するとともに、不慣れな方のために、現地ス
タッフによるサポートも行う。 

・本制度を実施するに当たり、端末（ＰＯＳレジ）が必要となるが、サービス提供事業者（株式会社
ぺいふる）から無償で貸与される。 

○特産品（返礼品）の贈呈基準の見直し 
・現地決済型ふるさと納税の導入に合わせ、これまで５，０００円以上の寄附に対して実施していた
特産品の贈呈を３，０００円以上の寄附に改めることで、寄附者が気軽にふるさと納税を行えるよ
うにする。 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 
寄附方法の選択肢が増えることに加え、現地で直接特産品を見ながら手に取って選べることで、イン

ターネットや紙のカタログよりも特産品の魅力が伝わりやすく、特産品を気に入ればそのままふるさ
と納税をすることが可能となるため、寄附金額の増加が見込まれる。 
また、現地から自宅までそのまま特産品を持ち帰っていただくことで、送料の削減にもつながる。 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

【現地決済型ふるさと納税における先進自治体の一例】 
ふるさと納税自販機（栃木県那須町・令和３年１２月導入） 
ぺいふる（富山県氷見市・令和４年１２月導入） 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

 令和５年３月  がんばる石巻応援寄附要綱の一部改正（施行予定年月日：令和５年４月１日） 
     ７月  現地決済型ふるさと納税の導入 

⑨ その他 

・加盟店（いしのまき元気いちば）との調整に１か月と端末（ＰＯＳレジ）準備として２か月程度を要

する。 

 


